
 

栃木県監査委員告示第11号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第14項の規定に基づき、栃木県知事から、監査の結果に基づ

き、措置を講じた旨通知があったので、同条同項の規定により、次のとおり公表する。 

  令和４（2022）年12月２日  

                                                        栃木県監査委員    森  澤     隆 

                                       同       鎌  形  俊  之 

                                                              同           三  森  文  徳 

                                                              同           琴  寄  昌  男 

 監査の結果の措置状況 

（指摘事項） 

監査対象機関名 監 査 年 月 日 監 査 の 結 果 講 じ た 措 置 

美術館 令和４(2022)年

６月28日 

低濃度ＰＣＢ廃棄物の廃棄処

理において、法定の資格要件を

満たす業者であるかどうかの確

認が不十分であったこと、及び

財務手続の内部チェックが不十

分であったことを要因として、

適正な処理業者ではない者と支

払に関する契約のみを締結し、

併せて適切な執行伺及び契約伺

を行わず、見積書を徴していな

い処理業者と廃棄物処理に関す

る委託契約を締結していた。 

今後は、適切な契約事務の執

行に努められたい。 

今般の指摘に至る要因は、庁内

関係課から出される通知等の確認

不足に加え、財務事務に携わる職

員の習熟度や内部チェックが不十

分であったことによるものです。 

再発防止のため、関係法令・規則

等の規定を都度確認するととも

に、財務会計事務チェックポイン

トや契約事務チェックシートの活

用に加え、廃棄物処理に関して疑

義が生じた場合には対応策につい

て制度所管課に確認することを徹

底するとともに、担当職員が起案

時に確認を行うほか、総務課長や

副館長等においても決裁時に十分

確認を行うなど、チェックの徹底

と体制強化を図っております。 

また、今後は、財務会計事務マニ

ュアルの活用や関連研修を受講し

た職員を講師として館内研修を行

うなどして、総務課職員のみなら

ず、契約事務に携わるすべての職

員に対して、必要な知識の習得及

び意識の向上に努めます。 

広報課 令和４(2022)年

８月12日 

ふるさと“とちぎ”だより発行

業務委託において、委託業務に

含まれる配送業務等の一部を県

が他の直営業務を利用して自ら

履行した一方、各種業務内容の

本件は、執行伺の作成から履行

確認までの一連の事務の流れにお

いて、前例踏襲による事務処理に

加え、書類等の整合性が取れてい

るかなどの確認に係る内部チェッ



 

変更に伴う経費の増が生じ、受

託業者と協議調整したにもかか

わらず、その協議経過を明記せ

ず、仕様書や契約内容を見直し

ていなかった。 

また、履行確認においても仕

様書と実績を突合しないまま検

査結果を合格としていた。 

今後は、県が行うべき業務と

委託する業務を精査のうえ仕様

書を作成するとともに、仕様書

と実績報告書の突合を徹底し履

行確認を厳格に実施するなど、

適切な契約事務の執行に取り組

まれたい。 

ク体制が十分ではなかったことに

よるものです。 

今後は、同様の事案が発生しな

いよう、委託事業等の執行伺に添

付する仕様書や設計書等の作成段

階から、担当者、担当リーダー、出

納員に加え、他の職員の視点から

も、仕様等の中身が適正であるか、

当該仕様に基づく設計積算等が過

去の実績に比して妥当か又は見込

みが適切であるかなど、内容を入

念に確認するとともに、履行確認

時においても、仕様書と実績の突

合が一目で確認できる資料を作成

し複数職員による点検を行うな

ど、内部チェック体制の強化徹底

を図り、組織として再発防止に努

めて参ります。 

また、業務内容の変更に当たっ

ては、変更協議の結果を確実に記

録に残すことを励行し、併せて、上

記の体制を実施できるよう課内の

リスク評価シートを見直すととも

に、課職員が財務会計事務研修等

に積極的に参加するなど財務会計

事務の理解促進を図り、適切・確実

な事務事業の執行に努めます。 

県西環境森林事

務所 

令和４(2022)年

６月28日 

森林路網整備事業費外に係る

令和２年度元年発生林道災害復

旧事業外 擁壁工外工事の設計

積算において、所属内の確認不

足を要因として、ガードレール

設置工の施工規模加算の適用を

誤ったことにより、設計額が過

大となっているものが１件 222

千円あった。 

本件は、担当者の理解不足と検

算確認等のチェック体制が不十分

であったことに起因しており、こ

の他に同様の案件はありませんで

した。 

今後は、今回、改定した施工規模

補正の計上有無を確認する「設計

諸元チェックリスト」を起工伺書

に添付させ、「工事発注時事務処理

チェックリスト」と併せて設計者

が検算者や審査者へ工事箇所や工

事条件に即した設計根拠の提示・

説明を行うことにより、設計者、検

算者、審査者の３者が連携して適



 

正な設計積算を行って参ります。 

また、設計内容の説明を受けた

上司が改めて設計審査を実施する

ことにより、内部チェック体制の

強化に取り組んで参ります。 

さらに、若手職員等を対象とし

て設計積算方法の習得と技術力の

向上を図るための設計協議会を定

期的に開催するとともに、内部統

制基本方針に基づくリスク評価シ

ートに再発防止策を反映させ、継

続的な対策を講じることで今後も

適正な事務執行に努めて参りま

す。 

環境森林政策課 令和４(2022)年

８月17日 

年度内に工事が完了したこと

から出先機関が令和２年度予算

で支出した、２年発生県単治山

災害復旧事業費の工事請負費に

ついて、法令等の確認を行わず

に令和３年度予算での支出とす

ることを決定し、その旨、予算主

管課に指示を行ったため、出先

機関に会計年度独立の原則に反

した誤った年度訂正処理を行わ

せた。 

本件は、起債対象事業の工事請

負費の決算額と決算見込み額が相

違したため、安易に是正を指示し

たことに起因していると認識して

おり、本件以外に同様の案件はあ

りませんでした。 

予算主管課に対しては、決算額

と決算見込額が相違するときは速

やかに環境森林政策課に報告・相

談することとし、報告等を受けた

環境森林政策課は対応について庁

内関係課と速やかに協議すること

としました。 

特例的な財務会計処理に当たっ

ては、上司に十分確認し、複数者に

よる会計年度、支出日等基本的事

項を確認させることとしてチェッ

ク体制を強化し、再発防止を図っ

ております。 

また、当面の間、財務会計事務に

関する研修を毎年度実施し知識の

習得に努めるとともに、決算事務

に関して、部内各課所に対し適切

な時期に注意喚起を図っておりま

す。 

引き続き、リスクを十分認識し、

様々な機会を通して情報の共有と



 

知識の習得に努め、組織として適

切・確実にチェックを行い、法令を

遵守して業務を執行して参りま

す。 

保健福祉課（病

院事業会計） 

令和４(2022)年

７月12日 

源泉所得税及び復興特別所得

税において、所属内の確認不足

を要因として、納付漏れとなっ

ていたものが１件 2,127,000円

あり、不納付加算税 106,000円

及び延滞税 14,400 円の計 

120,400円を納付していた。 

本件は、伝票作成時の担当職員

等の確認不足を要因とした仕訳漏

れ（預り金の計上漏れ）により、生

じたものです。 

これまで手当の支払い、預り金

の計上及び賞与引当金の振替をそ

れぞれ別伝票で起票していました

が、仕訳方法を見直し、１枚の伝票

にまとめることで預り金の計上漏

れを防ぐように改善したことを確

認しました。 

支払の際には、担当職員のみな

らず、給与副担当者及び支払審査

担当者等複数の職員が伝票をチェ

ックし、再発防止を徹底させます。 

住居手当において、所属内の

確認不足を要因として、賃貸借

契約を締結していた貸主である

父親が死亡し、借主である職員

が持分を有する共有住宅となっ

たにもかかわらず、引き続き借

家として取り扱い、住居手当の

支給を継続したことから、過支

給となっているものが１件 

837,000円あった。 

本件は、住居手当に係る職員本

人の誤認及び事後確認時の支給要

件の確認不足により、生じたもの

です。 

住居手当の過支給分 837,000 円

について、職員に返納請求を行い、

令和４年６月 20 日に返納されま

した。 

今後、各手当の新規、変更及び喪

失の認定を行う際は、過去の経緯

も含めて再度確認を行うほか、事

後確認についてもチェック体制の

強化を図り、再発防止を徹底させ

ます。 

具体的には、今まで給与担当者

のみが事後確認を行っていました

が、給与副担当者及び総務課長も

事後確認の書類審査を行った上

で、事務局長まで決裁を受けるよ

う改善したことを確認しました。 

また、親族が所有する物件に係



 

る住居手当の認定については、特

に慎重に審査するよう指示しまし

た。 

こども政策課 令和４(2022)年

８月19日 

全額が国庫交付金を財源とす

る認定こども園施設整備事業費

交付金において、県が交付金の

額の確定をした後、速やかに国

に交付金を請求すべきところ、

その請求を失念するなど、所属

内の確認不足を要因として、額

の確定日から５か月後に請求し

ていた。 

また、財源とする国庫交付金

を受領した後、速やかに間接補

助事業者に支払うべきところ、

国庫交付金の受領日から２か月

後に間接補助事業者に支出して

いたものが、１件 102,666,000

円あった。 

今後は、事業の進行管理を厳

格に行うなど、適切な事務処理

に努められたい。 

国への交付金の請求遅延及び間

接補助事業者への補助金の支払い

遅延については、補助金の事務手

続きに関する基本的な理解が担当

者に不足していたことを要因とし

て生じたものです。 

今回は間接補助事業者の理解が

得られ、遅れて支払いを行ったと

ころですが、今後このようなこと

が発生しないようにするため、補

助要綱等に定められた事務に関す

る基本的な事項を複数職員で確認

を行い理解不足の解消と共通認識

を図るとともに、補助事業担当者

に事業の進捗状況についての確認

を行いました。また、リスク評価シ

ートに再発防止策を反映する見直

しを行いました。 

今回指摘のあった補助金に限ら

ず、課で所管する補助事業等につ

いて、各グループリーダーが定期

的（１か月に１回程度）に執行状況

を確認することとし、内部チェッ

ク体制の強化を図って参ります。 

国際課 令和４(2022)年

８月25日 

海外共同事務所運営経費につ

いては、実費相当額を県が負担

し、原則として設置者からの年

度毎の決算報告に基づき精算す

ることとなっているにもかかわ

らず、所属内の認識不足を要因

として、特段の事由なく、長年に

渡り前年度決算残額を当年度予

算に充当していた。そのため、令

和３年度においては、結果とし

て所要額の３倍以上の経費を負

担した状態となり、年度末時点

において多額の現預金を設置者

会計年度独立の原則について、

担当者の認識不足と内部チェック

が不十分であったことにより、ま

た、県とは決算時期が異なること

から、年度内に処理できなかった

ものであり、返納を受けるべき前

年度決算残額を次年度予算に充当

していましたが、令和３年度決算

残額につきましては、設置者から

決算報告を受け、速やかに歳入処

理を行いました。 

今後は、毎年度当初に事務手続

き等を確認し、関係法令等の理解



 

の口座等に滞留させていた。 

今後は、会計年度独立の原則

を踏まえ、前年度決算残額を適

切に返納させるなど、的確な精

算に努められたい。 

と遵守を徹底するとともに、担当

者の事務処理に当たっては、決算

額が適切なものであるか、グルー

プリーダー以上の職位者による複

数チェックを行うことで内部チェ

ック体制の強化を図り、前年度決

算残額の確定後には速やかに適切

に精算するなど、適正な事務執行

に努めて参ります。 

 

 

（検討事項） 

監査対象機関名 監 査 年 月 日 監 査 の 結 果 講 じ た 措 置 

生活衛生課 令和４(2022)年

８月17日 

動物愛護指導センターでは、

栃木県ドッグセンター内焼却炉

２基を含む特殊機械設備の保守

管理業務委託契約において、令

和３年度の上半期に機械の一部

が修理必要等との報告を受けた

が、修繕等の具体的な措置を講

じないまま、令和３年度の下半

期も同じ箇所の点検を実施する

など、不経済支出となっていた。 

今後は、栃木県動物愛護管理

推進計画（第３次）で定める殺処

分数の目標値や、焼却炉の使用

頻度の減少及び焼却炉の老朽化

等を踏まえ、外部委託などによ

る焼却処理に要する経費につい

ても比較しながら、焼却処理に

関する方針を検討されたい。 

本件は、保守点検結果に対する

当該所属の認識不足及び軽率な判

断が招いた結果により生じたもの

です。 

令和４年度分の当該委託の焼却

炉点検部分については、修繕が必

要な焼却炉を不使用とし、当該炉

を除いた１基についての保守管理

業務委託契約とする変更契約の手

続きを行い、12月に下半期点検を

行う予定です。 

動物の死体処理については、焼

却炉の老朽化の進行状況や、近年

の殺処分数の減少傾向も踏まえつ

つ、一度に多数の処分が必要とな

るような事態や、狂犬病等が発生

した際の感染性のある死体の受入

れ等、外部委託について関係事業

者と協議し、処理に要する経費等

についても比較しながら、今後の

方針を検討して参ります。 

農村振興課 令和４(2022)年

８月23日 

平成13年に、アユの種苗生産

のために水産試験場に整備した

加温飼育研究棟などの施設・設

アユの冷水病や放射性物質影響

調査等の喫緊の課題に優先して取

り組むため、アユの種苗生産を伴



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備等について、種苗生産を伴う

試験研究課題を休止したことか

ら、平成22年以降、約12年間に

渡り使用していないが、その間、

速やかに再稼働ができるよう、

使用していない設備に係る保守

管理経費を支出してきた。 

今後は、長期間稼働していな

い実態を踏まえ、必要な機能を

維持するための最低限の経費支

出とすることや、施設・設備等の

有効活用方策などについて、水

産試験場とともに、検討された

い。 

う試験研究課題を休止しました

が、休止以降も引き続き研究要望

があったことから、経費抑制と施

設・設備等の有効活用方策につい

ては十分な検討を行わないまま、

保守点検を継続し、速やかに再稼

働できるよう備えてきたもので

す。 

今般、水産試験場とともに検討

した結果、来年度以降、加温飼育研

究棟などの施設における一部の設

備について、機械設備等保守管理

業務委託の対象から除外して、必

要な点検を職員が行う方法に移行

することにより、維持管理費を抑

えることとしました。 

さらに、加温飼育研究棟内の試

験池については、例年実施する試

験に供試する魚の事前飼育に利用

することとしました。試験池以外

の設備等については、アユの種苗

生産を伴う試験研究課題の再開に

備えながら、県産魚の更なるブラ

ンド力向上の研究に利用するな

ど、随時活用方法を検討して参り

ます。 

水産試験場となかがわ水遊園

で一体使用している取水施設・

排水施設及び電気設備の維持管

理において、水産試験場となか

がわ水遊園の指定管理者との両

者で経費を分担しているが、開

設当初からの慣例を踏襲してき

たことから、合理的な理由付け

が不明確なまま分担を定めてい

る経費があった。 

今後は、実績等に応じた合理

的な基準に基づき分担割合を定

めた上で、明確化を図ることに

より、経済性の向上に向けた取

組が一層推進されるよう、水産

水産試験場となかがわ水遊園は

一体として整備されたものであ

り、なかがわ水遊園の運営につい

ては、開園当初は県直営であった

ものの、平成18年度から指定管理

に移行させましたが、その際、施

設・設備に係る経費の一部につい

て、当初整理した考え方を踏襲し、

分担を定めてきたものです。 

これら経費について、令和６年

度のなかがわ水遊園の指定管理の

更新に向けて、水産試験場ととも

に、以下のとおり負担割合の明確

化に向けて検討を進めているとこ

ろです。 



 

  

 

 

 

試験場とともに、検討されたい。 １ 取水施設に係る電気料金につ

いては、そもそも水産試験場と

なかがわ水遊園のそれぞれの電

気使用量が不明確であることか

ら、取水に要する電気使用量を

測定した上で、それぞれの使用

水量に応じた電気料金を負担す

ることにより、負担割合を明確

化します。 

２ 排水施設に係る経費について

は、水産試験場となかがわ水遊

園のそれぞれの使用人数等に応

じて保守管理委託料を按分する

ことにより、負担割合を明確化

します。 

 


